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2022年 7月 8日 

TMI総合法律事務所 

 

 

TMI特別セミナーのご案内 
 

「法務部が知っておくべき国際課税の動向 

～デジタル課税や近時の裁判例・法改正等を踏まえて～」 
 

 配信日時：2022年8月17日（水）10：00～同年8月30日（火）16：00 

  

 視聴時間：約90分（予定）  

  

 開催方法：Vimeoによるオンデマンド配信 

※オンデマンド配信ご利用にあたってはこちらの注意事項をご一読の上お申し込み

ください。 

※視聴用URLは、配信日までに、お申し込み時にご登録いただいたメールアドレス

宛にお送りいたします。 

 

 講 師：TMI総合法律事務所 星野次彦 顧問 

 岩品信明 パートナー弁護士 

 吉岡博之 パートナー弁護士 

 

 参 加 費：無料 

 

 

TMI総合法律事務所では、クライアント様を対象に情報提供の場として、無料にて特別セミナーを開

催しておりますが、今回は「法務部が知っておくべき国際課税の動向～デジタル課税や近時の裁判

例・法改正等を踏まえて～」と題するセミナーを開催いたします。 

 

2021年10月8日、デジタル経済課税に関する第1の柱（デジタル課税）及び第2の柱（グローバル・ミ

ニマム課税）について、世界136か国・地域が合意をし、OECDから合意についての声明が公表されま

した。新たに合意された制度は、国際課税の原則を見直すものであり、国際的に活動する企業に対し

て大きな影響を与えうるものです。 

 

 また、国際的なM&Aや組織再編に関しても、近年重要な税制改正がなされたり、また、注意すべき

裁判例も登場しており、それらを踏まえてスキームの検討や契約書の作成等の対応をすることが必要

となります。 

 

本セミナーでは、近年の国際課税の動向について、法務部が知っておくべき点を中心に解説をいた

します。企業にとって国際取引の重要性は一段と高まっており、それに伴って国際課税の動向や税務

調査対応を理解しておくことは重要です。本セミナーを機会に、国際課税の基礎を理解して頂ければ

幸いです。 

 

皆様のご参加を心よりお待ち申し上げます。 
 

https://www.tmi.gr.jp/uploads/document/seminar_ondemand_notice.pdf
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【概要】 

1．デジタル経済課税の動向について 

2．デジタル課税及びグローバル・ミニマム課税の概要 

3．国際的な M&A及び組織再編に関する日本の税法上の留意点 

4．国際税務と税務調査 

 

 

【講師紹介】 

星野 次彦 

＜経歴＞ 

1978年    3月  私立東海高等学校卒業 

1983年    3月  東京大学法学部卒業 

1983年    4月  大蔵省（現財務省）入省 

2000年    6月  在英国日本国大使館参事官 

2003年    7月  財務省主計局調査課長 

2003年    9月  財務大臣秘書官事務取扱 

2006年    9月  財務省主税局調査課長 

2007年    7月  財務省主税局税制第一課長 

2009年    7月 財務省大臣官房文書課長 

2011年    7月  財務省主税局担当審議官 

2015年    7月  国税庁次長 

2016年    6月  財務省主税局長 

2019年    7月  国税庁長官 

2020年    7月  財務省退官 

2020年    7月  財務省顧問（～2020年 11月） 

2020年   12月  TMI 総合法律事務所顧問就任 
 
岩品 信明 

＜経歴＞ 

1990年    3月  東京学芸大学附属高等学校卒業 

1997年    3月  東京大学法学部第一類卒業 

1999年    4月  最高裁判所司法研修所入所 

2000年   10月  第二東京弁護士会登録 

               牛島総合法律事務所勤務 

2002年    5月  阿部・松留法律事務所勤務 

2005年    5月  ノースウェスタン大学卒業（LL.M.） 

2005年    9月  ニューヨークのグリーンバーグ・トローリッグ法律事務所勤務 

2006年    6月  TMI 総合法律事務所勤務 

2007年    7月  東京国税局調査第一部国際調査課勤務 

2009年    7月  TMI 総合法律事務所復帰 

2013年    1月  パートナー就任 

2015年    1月  日本 CFO協会国際税務部会顧問就任 

2015年   12月  筑波大学ビジネス科学研究科（企業法学専攻）非常勤講師（～2017年） 

2017年    1月  山田コンサルティンググループ株式会社社外取締役就任 
 
吉岡 博之 

＜経歴＞ 

2000年   3月  甲陽学院高等学校卒業 

2004年   3月  東京大学法学部第一類卒業 

2006年   3月  東京大学法科大学院修了 

2006年  11月  最高裁判所司法研修所入所 
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2007年  12月  第一東京弁護士会登録 

2008年   1月  外国法共同事業ジョーンズ・デイ法律事務所勤務 

2014年   5月  ペンシルバニア大学ロースクール卒業 

        （LL.M.,Wharton Business and Law Certificate program 修了） 

2014年   9月  TMI 総合法律事務所勤務 

2015年   9月  ニューヨーク州弁護士資格取得 

2017年  4月 米国公認会計士資格取得 

2018年  8月 公認会計士資格取得 

2021年   1月  パートナー就任 
 
 
【申込方法】 

以下の、本セミナー専用申込ページより、申込をお願いいたします。 
 
申込期間                 ： 2022年 7月 8日（金）10:00～同年 7月 14日（木）17:00 

本セミナー専用申込ページ  ： https://tmi.smktg.jp/public/seminar/view/10753 
 
 
※配信中の質疑応答はお受け付けできませんので、何卒ご了承ください。 

※録音・録画はご遠慮ください。 

※恐れ入りますが、企業内弁護士・弁理士を除く弁護士・弁理士の方（企業に出向されている弁護士・

弁理士の方を含む）の参加はご遠慮ください。 

※ご登録いただいた情報から所属先の確認ができない方など、当事務所が適切ではないと判断した

際には、個別にご連絡することなくご視聴をお断りする場合がございますので予めご了承ください。 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

TMI総合法律事務所 

担当：葛目・寺井・岸本 

電話：03-6438-5511（代表） 

e-mail：tax_seminar2022@tmi.gr.jp 

 

https://tmi.smktg.jp/public/seminar/view/10753

